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研究成果の概要（和文）：本研究では，米中貿易戦争の緩衝として日米貿易協定が有益かどうかについて理論的
に検討した。米国内の保護主義的な政治圧力による関税引き上げは，日本や中国の政治的支持関数を減少させ
る。しかし，そのような米国の保護主義に対して，日本国内の保護主義的な政治圧力や日米貿易協定には米国の
保護主義を緩和する「国内圧力の外圧抑制効果」や「FTA締結効果」がある。本研究の結論は，米中貿易戦争に
おいて，日米貿易協定は日本にとって負の影響を緩和する役割を果たすというものである。

研究成果の概要（英文）：I theoretically have examined whether a US-Japan trade agreement would be 
beneficial as a buffer in the US-China trade war. To mitigate US protectionism, there is a “
domestic pressure effect to suppress external pressure,” which results from Japanese protectionist 
political pressure to suppress the negative impacts of US tariff increases on Japan’s political 
support function, as well as a “free trade agreement (FTA) effect” in the US-Japan trade 
agreement. In the absence of a US-Japan trade agreement, both Japan and China’s political support 
functions decrease when the US raises tariffs. By contrast, when an FTA is signed between Japan and 
the US, an increase in US tariffs causes the Chinese political support function to decrease, while 
the Japanese political support function increases. The US-Japan trade agreement thus plays a role in
 mitigating the negative effects of the US-China trade war on Japan.

研究分野：国際政治経済学

キーワード： 国際貿易レジーム　政治的支持関数　２レベルゲーム

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的な意義は以下の点にある。米国や中国のような大国間の貿易戦争において日本のような第三国が
締結する貿易レジーム（Free Trade Agreement: FTA）が、第三国の政治的支持関数に及ぼす影響について検討
している点である。FTAの締結は、貿易戦争当事国の第三国に課す最適関税率の相違をもたらし、貿易削減効果
や貿易転換効果に影響を及ぼす。第三国を含む貿易戦争のモデルを構築し、貿易戦争において最適関税率や貿易
レジームの相違が第3国の貿易や政治的支持関数に及ぼす影響を分析した研究はこれまで存在しない。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

従来の先行研究の成果から，以下の点が分かっていた。各国の国内政治圧力は，各国の最適関

税率に影響を及ぼす。この最適関税率は各国の政治的支持関数に影響を及ぼす。その際，国内政

治圧力が最適関税率に及ぼす影響は貿易レジームによって異なる。貿易レジームのあり方によ

って，国内の政治圧力が同じでも，自国の最適関税率に及ぼす影響は異なり，したがって自国の

政治的支持関数に及ぼす影響も異なる。 

こうした先行研究では，外国の国内政治圧力が自国の政治的支持関数に及ぼす影響について

はまったく議論されていなかった。特に重要な点は，大国の国内政治圧力によって大国間で貿易

戦争が起きた場合に，第三国（自国）の政治的支持関数に及ぼす影響である。この点の研究は，

理論的な空白であった。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は，貿易レジームの相違や各国の政治経済制度の相違を考慮しながら，ある国の

国内政治圧力の増大が貿易相手国の政治的支持関数に及ぼす影響について検討することである。 

ここで，貿易レジームの相違とは，国際社会に自由貿易協定（Free Trade Agreement）がどのよう

に締結されているかということである。また政治経済制度の相違とは，政府と拒否権プレーヤー

（議会・省庁官僚・利益集団）との間で政策選好にどのような相違があるかということである。

この目的を達成するために，国際交渉と国内交渉を同時に分析する 2レベルゲームの枠組みで，

クールノー型寡占競争の非対称な多国間モデルを構築し，理論的な分析を行った。 

 
３．研究の方法 

本研究の目的を遂行するために以下のような方法で検討した。 

 第 1に，貿易戦争に参加しない日本のような第三国への貿易効果，特に最適関税率による間接

的な貿易効果を明示的に検討した。この貿易効果は，貿易戦争の参加国や不参加国から構成され

る貿易レジームによって異なる。3国間の貿易でも多様な貿易レジームの可能性がある。①どの

国も FTAを締結していない場合，②2国間で FTAを締結している場合，③ある国がハブになり

他の諸国（スポーク）と個別に FTA を結ぶ場合などがある。貿易戦争が第三国の貿易に及ぼす

影響は，どのような貿易レジームを想定するかによって異なる。というのは，貿易戦争の参加国

が第三国に課す最適関税率は，貿易レジーム（FTAの締結）によって異なるからである。 

第 2 に，貿易戦争が日本のような第三国の国内政治や政府の政治的支持関数に及ぼす影響に

ついて明らかにした。政府の政治的支持関数に関する研究には Baldwin (1987)がある。彼の政治

的支持関数は，利益集団の政治圧力を考慮し，企業利潤が政府の政治的支持関数において占める

ウェイトを明示的に扱っている。このような政治的支持関数を考慮した貿易理論には，政治圧力

が最適関税率に及ぼす影響を検討した Saggi and Yildiz (2010)，政治圧力と米国議会との関係を扱

ったMilner and Rosendorff (1997)，政治圧力と日本の官僚制多元主義との関係を分析した Ishiguro 

(2017, 2019)，石黒(2017, 2020, 2021)などがある。これらの研究を発展させ，第三国の国内政治や

政府の政治的支持関数への影響を明らかにした。 

 
４．研究成果 



2 
 

本研究は，２レベルゲームの研究手法に従い，クールノー型寡占競争の 3国政治経済モデル

を用いて，国内の政治圧力や FTA締結が各国の政治的支持関数に及ぼす影響について，貿易レ

ジームの相違を考慮しながら検討した。 

1)主要な成果 

本研究の主要な研究成果は以下の通りである。第 1に，国内の保護主義的な政治圧力には外圧

抑制効果がある。貿易レジームの形態に拘わらず，国内の政治圧力の上昇は貿易相手国の保護主

義的な関税引き上げの負の影響を緩和する。貿易相手国の保護主義的な政治圧力が上昇すると

き，国内の政治圧力が大きい国の方が小さい国よりも政治的支持関数を大きく維持することが

できる。日米中間に FTAが締結されていない貿易レジーム＜φ＞では，米国の保護主義的な政治

圧力が増大するとき，国内の政治圧力が大きい中国の方が，国内の政治圧力が小さい日本よりも

政治的支持関数は大きい。 

第 2に，FTAの締結には，米国の関税引き上げの負の影響を緩和する FTA締結効果がある。

米国の関税率が上昇した場合，FTA 非締結国の政治的支持関数は減少するが，FTA 締結国は政

治的支持関数を増大させることができる。貿易レジーム<φ>では，米国の関税率が上昇するとき，

日中両国の政治的支持関数は減少する。これに対して，日米間に FTA が締結されている貿易レ

ジーム<AJ>では，米国の関税率が上昇するとき，FTA非締結国の政治的支持関数は減少するが，

日米 FTA締結国の日本の政治的支持関数は増大する。 

FTA のような特恵貿易協定は，域外を域内から貿易削減や貿易転換によって差別するもので

ある（FTA締結効果）。国内の政治圧力も国外を国内から保護主義によって差別する（国内圧力

の外圧抑制効果）。FTA締結効果も国内圧力の外圧抑制効果も，域外や国外を差別することによ

って自国の政治的支持関数を高めるものである。 

 2)日本への含意 

米中貿易戦争の中で，日本国内の保護主義的な政治圧力や日本の FTA 締結には以下のような

意義がある。第 1に，日本国内の保護主義的な政治圧力には外圧抑制効果がある。貿易レジーム

の形態に拘わらず，国内の政治圧力は米国や中国の関税率引き上げの負の影響を緩和する。米国

や中国が関税率を引き上げるとき，国内の政治圧力が大きい国の方が小さい国よりも政治的支

持関数を大きく維持することができる。日米中 3 国間に FTAがない場合には，米国が関税引き

上げを行うとき，国内の政治圧力が大きい中国の方が，国内の政治圧力が小さい日本よりも政治

的支持関数が大きくなる。 

第 2に，日本は，日米貿易協定によって政治的支持関数の低下を緩和することができる。米国

が関税率を引き上げる場合，FTA 非締結国の政治的支持関数は減少するが，FTA 締結国の政治

的支持関数は増大する。日米中 3国間に FTAがない場合には，米国が関税引き上げを行うとき，

日中両国の政治的支持関数は減少する。これに対して，日米間に FTA が締結されている場合に

は，米国が関税率を引き上げるとき，中国の政治的支持関数は減少するが，日本の政治的支持関

数は増大する。 

第 3に，日本は，中国との間で自由貿易協定を締結できれば，政治的支持関数の低下をさらに

緩和することができる。日中 2国間の貿易協定の締結が困難でも，例えば中国を含む東アジア地

域包括的経済連携（Regional Comprehensive Economic Partnership: RCEP）が締結できれば，米中
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間の関税戦争の影響を緩和することができる。RCEP は，2012 年 11 月に，ASEAN10 ヵ国と日

本・中国・韓国に豪州・ニュージーランド・インドの 16ヵ国で正式に交渉が始まった。インド

は RCEP に積極的ではないが，2020 年 11 月に，インドを除き日本や中国など 15 ヵ国で RCEP

が署名された。 
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